
 

[ Ⅱ．一層強靱な企業体質を持つ新しい東京電力グループ構築のための計画 ] 

経営ビジョンのもと、これまで積み上げてきた成果を最大限活かすとともに、危

機突破のための新たな創意工夫や技術的な知見を恒常的なものとしていくことで、

より強靭な企業体質を持つ、新しい東京電力グループを構築してまいります。 

 

１．社会の信頼を得る 

（１） 中長期も見据えた安定供給の確保、低炭素社会実現への貢献 

・ 電力供給の安定性、経済性、環境性の各面において原子力が担う重要性を踏

まえつつ、電源のベストミックスを推進していきます。 

・ 低炭素社会の実現に貢献し、燃料調達リスクに対応するため、ゼロ・エミッ

ション電源の中心を担う原子力開発の推進や世界最高レベルの高効率火力の

導入による柔軟かつ強靱な電源設備の再構築を推進していきます。 

 

  ＜最新鋭高効率火力を川崎火力発電所２号系列へ導入＞ 

   ○ これまでの最高熱効率である 1,500℃級コンバインドサイクル発電（MACC

：More Advanced Combined Cycle）の技術をさらに高め、熱効率約 61％を実

現する 1,600℃級コンバインドサイクル発電（MACCⅡ）を川崎火力発電所２

号系列第２軸、第３軸に導入し、それぞれ平成 28、29 年度の運転開始予定と

いたしました。これにより、１軸あたりの出力は 50 万 kW（MACC）から 71 万

kW（MACCⅡ）へ変更します。（参照：９ページ「主要な電源開発」） 

 

  ＜火力発電熱効率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 企業倫理・法令遵守の徹底 

・ データ改ざん等の再発防止対策（しない風土、させない仕組み、言い出す仕

組み）や定期的なモニタリングを推進するなど、東京電力グループ全体で企

業倫理・法令遵守の取り組みを徹底します。 
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 （３）安全確保・品質管理の徹底、リスク管理の充実 

・ 東京電力グループのみならず、協力会社とのコミュニケーションを一層充実

することで、安全最優先とルール遵守の意識の浸透を図るとともに、災害が

発生した場合の原因の深掘りと対策の確実な実施により災害防止を徹底いた

します。 

 

（４）環境重視型社会への貢献 

・ 低炭素社会の実現に貢献するため、電気の供給面における低炭素化と、電気

のご使用面における高効率化・電化促進の両面から取り組んでまいります。 

・ 「ＣＯ２排出原単位を2008～2012年度（平成20～24年度）の５年間平均で1990

年度（平成２年度）比 20％削減」という自主目標の達成に向け、最大限努力

してまいります。具体的には、原子力発電所の安全・安定運転、火力発電の

熱効率向上、ＲＰＳ法に基づく義務の履行を通じた再生可能エネルギーの利

用拡大、京都メカニズムをはじめとした炭素クレジットの取得等に取り組ん

でまいります。 

・ 電気のご使用面においては家庭・業務・産業・運輸の各部門の省エネ・ＣＯ２

削減に貢献するため、エコキュートなどヒートポンプを活用した高効率機器

・電化システムの更なる普及拡大などを通じて、電化の促進を図ります。 

 

＜再生可能エネルギーへの取り組み＞ 

   ○ 再生可能エネルギーについては、メガソーラー発電、風力発電等の開発や

グリーン電力証書、グリーン電力基金の普及などにより、発電量拡大と普及

支援の両面から利用拡大に貢献してまいります。 

 

 （メガソーラー発電所建設計画） 
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＜参考：平成 20 年度のＣＯ２排出量・排出原単位の見通し＞  

○ 平成 20 年度のＣＯ２排出量・排出原単位は、平成 19 年度と同程度となる

見通しです。 

 （注：炭素クレジットを反映する前のＣＯ２排出量、排出原単位） 

 

２．競争を勝ち抜く 

（１）原価低減と設備保全効率化への取り組み 

・ 設備安全と品質確保を大前提として、費用削減策を恒常的な原価低減策に着

実につなげ、一層強靱な企業体質を構築します。 

 

（２）販売営業活動の着実かつ効果的な推進 

・ 低炭素社会の実現に資する環境性、省エネ性、負荷平準化等を訴求した営業

活動を東京電力グループ一体となって推進します。 

 

＜当社がおすすめする法人のお客さま向け電化機器・システム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）新事業の収益確保、選択と集中の徹底 

・ 東京電力グループ各社の強みを活かした事業の連携によるバリューチェーン

を構築し、売上高・利益拡大への取り組みを一層強化します。 

・ 海外投資事業などの新たな事業への投資は、緊急性・収益性・リスクを十分

に精査し、選択と集中を徹底します。 
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３．人と技術を育てる 

（１）職場の活性化、人材の確保・育成 

・ 東京電力グループ全体での緊密なコミュニケーションにより、危機突破への

チャレンジ意識を共有するとともに、一層の職場活性化と人材育成の取り組

みを通じて、事業発展の基盤を強固なものとします。 

 

（２）技術・技能の維持継承・強化 

・ 第一線職場を支える技術・技能の維持継承と強化方策を継続的に実施しま

す。 

 

（３）将来の成長を支える技術戦略・研究開発の推進 

・ ＩＧＣＣの実証実験の着実な実施など、技術戦略に基づいて選択・集中した

安定供給、安全確保、原価低減、環境問題解決等の研究開発を実践に結びつ

け、危機突破とその後の成長・発展に活かします。 

 

＜参 考＞ 数値目標 

柏崎刈羽原子力発電所の状況等を踏まえ、平成 21 年度経営計画においては、数

値目標を設定しておりませんが、経営ビジョン２０１０に掲げる数値目標の達成

に向け、引き続き最大限努力してまいります。 
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～2010（平成22）年度までの目標～
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